
（技術名）カノコイセエビ及びシマイセエビの漁業の現状評価及び管理策

（要約）沖縄島におけるイセエビ漁業の現状を評価した結果，①現在の漁業は，資源を合理

的に利用しているが，カノコイセエビでは，十分な産卵親エビを残せていないこと，②漁獲

制限体長の引き上げは，漁獲量と産卵量を増加させることを示した。また，③解禁直後の漁

獲の集中などが単価を引き下げていることから，漁獲量の上限設定や漁法制限等の管理策が

生産性の向上に有効であると考えられた。
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普及対象地域

［背景・ねらい］

イセエビ類（イセエビ科 7種）は沖縄県の重要な水産資源であり，そのうち約 8割を占める
主要種がカノコイセエビとシマイセエビである。現在，イセエビ類には，資源保護のために，

漁業調整規則によって漁獲制限サイズ（体長 18 cm以下の漁獲禁止）や禁漁期（4月～ 6月）
が定められている。しかし，禁漁期と保護すべき産卵期との不一致や解禁後の漁獲集中による

値崩れなど問題もあり，持続的・合理的な漁業に向け，管理策を再検討する必要があった。

［成果の内容・特徴］

1．2014 年 7 月から 2016 年 4 月に，沖縄島周辺の 9 か所の市場（延べ 265 ヵ所）において，
カノコイセエビ，シマイセエビを対象に漁獲物調査を実施し，各個体（n=976)について，性
判別，頭甲胸長（CL）測定を行った。

2．既知の成長式・寿命のパラメータを用いて，定法に従い，全減少係数 Z，自然死亡係数 M
を推定し，加入あたり漁獲量（YPR）解析及び加入あたり産卵量（SPR)解析を行った結果，
カノコイセエビ，シマイセエビともに，現在の漁獲死亡係数 F は YPR を最大化させる F に
近く，資源を無駄なく利用していることが示された（図 1)。一方，カノコイセエビでは，%SPR
が，基準である 30%～ 40%以下となり，現行の漁業では，十分な産卵親エビを残せていな
いことが示された(図 1)。

3．漁獲開始体長（BLc）を 18~30 cm(1 cm毎）と Fを 0～ 0.8（0.05毎）に変化させ，YPR及
び%SPR をシミュレーションした結果，BLc を現行(体長 18cm)以上に引き上げれば，少な
からずプラスの効果が期待され，最大では漁獲量を 16%増加，産卵量を 1.9 倍に増加させる
（カノコイセエビ BLc=27 cm，シマイセエビ BLc=25 cmの場合）と推定された（図 1)。

4．主要市場におけるイセエビ類の近年の漁獲動向を解析した結果，解禁後の 7 月に漁獲が最
も多く，その後急減すること，月平均単価は月漁獲量と負の相関関係があること，活エビが，

死エビに比べて 1.2～ 2.1倍単価が高いことが分かった(図 2)。

［成果の活用面・留意点］

1．YPR及び SPR解析では，成長式，寿命，Mなど仮定するパラメータにより，結果は異なる
が，ここで用いた M は，他の方法に比べて小さい。そのため，相対的に漁業の影響が大き

く評価されるので，資源の持続的利用の観点からは，より予防的な結果となっている。

2．カノコイセエビでは，現状の F の場合、漁獲制限体長 21cm 以上で%SPR は 30%以上とな



り，最低限残すべき親エビ量を確保することができる。

3．月漁獲量上限や活エビのみの漁獲（矛突き漁法の禁止）等を定めれば，年間を通じた安定
供給と単価向上につながる可能性がある。

［具体的データ］

［その他］
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